
【エクアドル経済：２０２２年１月】 

 

経済指標 

１２月のインフレ率 

国立統計・国勢調査研究所（ＩＮＥＣ）が１月６日に発表した報告書によると、２０２１年１２月の消費者物価指数

は０．０７％を記録し、０．３６％に達した１１月に比べ減少している。一方、２０２１年の年間インフレ率は１．９４％

に達し、３．３８％を記録した２０１５年以来、最高水準となっている。年間インフレ率の上昇に最も影響を与えた

のが、運輸・交通、食品・非アルコール飲料及び教育の３項目であった。 

 

貿易・投資 

（１）エビの輸出量増加 

全国水産養殖会議所は、２０２１年１月から１１月にかけて、エビの輸出量が前年比＋２０％を記録し、売り上

げについても、前年比＋３３％の４５億４，０００万米ドルに達した旨発表した。同会議所のカンポサーノ会長は、

原油以外の輸出品においてかつてない記録であるとしており、２０２１年全体での売り上げは５０億米ドルにのぼ

ると予測している。中国が最大の輸出先となっているが、米国への出荷も大幅に伸びており、２０２０年に比べ輸

出量は５３％増加している。 

 

（２）ＥＵ製品の一部関税撤廃 

ＥＵからの一部輸入品が、２０１７年から続く段階的な関税引き下げを終え、２０２２年より関税が撤廃される。

グアヤキル商工会議所によると１，３２６件が対象となり、アスパラガス、茄子、イチジク等の食材が含まれてい

る。食品以外では、衣類、自転車、掃除用具、生地などの原材料、建築資材、玩具等が対象となっている。自家

用車やＳＵＶといった自動車は、これまで最大４０％の関税が適用されていたが、今後は２．５～１０％まで引き

下げられる。２０２１年１月から１０月にかけて、ＥＵとの貿易収支は黒字を記録しており、輸出額が３１億２，１００

万米ドル、輸入額が１７億８，７００万米ドルとなっている。 

 

（３）ＩＳＤの免除額引き上げ 

海外におけるクレジットやデビットカードでの購入及び引き出しにつき、２０２２年から２０２４年の間、海外送金

税（ＩＳＤ）の支払い免除額が引き上げられる。国税庁（ＳＲＩ）は、免税額を５，０１７．３３米ドルから５，１０９．７９

米ドルに９２．４６米ドル引き上げる旨発表し、これにより海外での支払いにつき、より多くの額に対し免税措置が

適用される。 

 

（４）外国直接投資の減少 

エクアドル中央銀行によると、２０２１年１月から９月にかけてエクアドルへの外国直接投資額（ＦＤＩ）は４億９，

３００万米ドルを記録したが、これは２０２０年比－５０％、２０１９年比－２３％となっている。エクアドル中央銀行

が分析した９つの投資分野のうち、２０２１年１月から９月にかけて前年同時期に比べ増加がみられたのは、製

造業（＋１億２００万米ドル）及び運輸・通信（＋４億６，４００万米ドル）のみであった。減少幅が最も大きい分野

は鉱業で、▲３億５，４００万米ドルを記録した。地域別では、北米及び欧州からの投資について最大の減少が

みられる。 



 

原油 

パイプラインの稼働再開 

１月８日、ペトロエクアドルは、１２月より閉鎖されていたコカ川周辺の石油パイプラインの操業再開が進んで

いる旨明らかにした。これらのパイプラインはコカ川の逆流浸食の進行により、１２月１０日から稼働を停止して

おり、同月３０日より再開に向けた作業が始められた。ペトロエクアドルによると、現在、国内油田の９９％が稼働

しており、約１０日後には完全再開が見込まれている。 

 

二国間関係 

（１）対中債務の返済期限 

エクアドル政府は対中債務返済の軽減に向け、中国への提案書を作成している。エクアドルの対中債務残高

は、２０２１年８月時点で計５０億１，６００万米ドルにのぼり、うち４２％に相当する２１億３，３００万米ドルは、２０

２４年までに返済期限を迎える。２０２５年には全債務の２０％（１０億２８０万米ドル）が期限を迎え、２０２６年か

ら２０２９年には全体の２９％、そして期限が１１年以上の長期債務はわずか９％となっている。エクアドルは２０１

０年から２０１９年にかけ、中国エクシム・バンク及び中国開発銀行と多数の融資契約を交わし、現在１７の契約

が効力を保っている。これらの融資の多くは返済期間が短く、金利が６．２０～７．２５％と非常に高く設定されて

いる。なお、一部が石油の売買と紐づいており、エクアドル政府は石油販売を条件とした契約を計３件（ユニペッ

クと１件、ペトロチャイナと２件）交わしている。ラッソ大統領は２月３日に予定されている中国訪問において、新た

な債務支払いメカニズムを中国に提案する見込み。 

 

（２）メキシコとの自由貿易協定 

１月１７日、メキシコとの自由貿易協定締結に向け、新たな交渉が開始する。プラド生産貿易投資漁業大臣は、

交渉における民間部門の存在の重要性を指摘し、民間部門が加わることにより、国内産業の保護を考慮しなが

ら、両者にとって最適な競争条件を定めることが可能になるとした。今回の交渉では、関税や衛生基準等、両国

の主要製品が相手市場に参入するための条件が議論される予定。メキシコにとってはエビとバナナ、エクアドル

にとっては自動車や金属・機械類、繊維品がセンシティブな輸入品となっている。 


